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1．はじめに
　鉄道事業は、伝統的に国有企業もしくは公企業形態が採用され（1）、運賃規
制と参入規制を中心とする公的な介入を受けてきたが、今目、目本はもと
よりEU加盟各国を中心に、鉄道改革が進められてきている。そのメイン
テーマは「規制緩和」と「民営化」である。目本でもすでに1987年に、「鉄
道の未来を拓くために」（再建監理委員会意見書の副題）、目本国有鉄道（以
下「国鉄」と略称する）を6つの地域的旅客会社と貨物会社への分割・民
営化を中心とする国鉄改革が実現された。この国鉄改革の効果及び成果に
っいては、厳密にはより広い観点から評価しなければならないが、現在ま
での各分割事業体の動向からすれば、一定の評価が与えられるのではない
か。
　注意しなければならないのは、国鉄改革のプロセスにより与えられた制
度的枠組みは、必ずしも十分な規制緩和にはつながっていないことである。
国鉄は、運賃が法定により決められるなど、私鉄以上の規制の枠組みが与
えられていたが、1987年4月の国鉄分割・民営化に先立ち、それまで国鉄
を規制してきた「目本国有鉄道法」と、国鉄以外の鉄道事業を規制してき
た「地方鉄道法」を1本化して、「鉄道事業法」が公布・施行された（1986
年）。鉄道事業法では、従来に比ぺて参入・価格規制、認可手続きの面であ
る程度規制が緩和されたといえよう。しかしながら、この法律に規定され
た内容は今目の規制緩和の潮流の中で必ずしも、J　R各社の希望に沿い、
かつ消費者の二一ズに対応しているものとは考えられない。
　こうした中で運輸省は規制の新しいあり方を模索しているが、その方向
性は依然として一定の枠組みを残しつつも、事業者が内部効率性を高める
インセンティブを用意することで、最終的に消費者の利益を増進しようと
するものである。もちろん、鉄道事業における規制の意味そのものに疑問
を呈し、その撤廃を主張する考え方も存在する。果たして鉄道事業におけ
る規制を撤廃することが妥当なのか否かの議論は稿を改めて検討すること
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とし、本稿では、基本的には鉄道事業においては依然として規制が必要で
あるが、それは経済的・社会的環境、消費者の利益により合致したものに
改善されていかなければならないという規制改革の観点から、鉄道事業に
おける規制のあり方について考えるものである。
　以下、2．では、運賃理論の考え方をごく簡単に提示した後、目本にお
いて鉄道事業及び公益事業の価格規制手法として広く用いられてきた総括
原価方式一レートベース方式を概観する。今日の規制緩和の風潮の中で、
いくつかの問題点が指摘され改善が求められてはいるが、この方式が一定
の役割を果たしてきたことを評価しなければならないとともに、今後の規
制改革においても、その有効性は一つの方向性を与えるものではないか。
　3．では、今目世界的に見て多くの規制産業で導入されつつあるインセ
ンティブ規制について考察する。事業者に経営効率化へのインセンティブ
を与える規制方法のあり方をめぐる議論は、まさに公益事業論のメインテー
マであり、理論的にも現実の事例としても、検討すべき手法は多々存在す
るが、ここでは特に、目本の鉄道運賃規制の改善をめぐって、その適用が
議論されたヤードスティックとプライスキャップ規制を対象とする。
　4．では、「利用者利益の増進」「経営効率化」「事業者の自主性の確保」
「規制コストの縮小」「透明性の確保」を目的として旅客運賃問題研究会及
び鉄道旅客運賃ワーキンググループによりなされた一連の議論をサーベイ
しつつ、1996年より適用されている現行の鉄道運賃制度について考察する。
　5．では、改善された鉄道旅客運賃に対する私見を整理するとともに、
今後の鉄道運賃制度の課題を自らの研究の方向性を示すことで、本稿の結
びとするものである。
2．総括原価主義による運賃規制
（1）規制のフレームワークと運賃論の視点
　伝統的に鉄道を含む公益事業分野では、運賃・料金規制と参入・退出規
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制を中心とする「経済的規制」と安全や品質に関わる「社会的規制」がな
されてきた。このうち運賃規制に関して、旧国鉄は後述する総括原価主義
に基づいてなされていたとも考えられるが、「国鉄運賃法」により、その改
定は法定によるものとされ、国会の場で運賃改定の妥当性等が審議・可決
されなければならなかった。それゆえ、私鉄ほど明確な運賃改定ルールが
存在していたわけでなく（2）、国鉄財務悪化の一大要因をなし、早い段階から
その改善が求められていた。国鉄改革のプロセスで、「目本国有鉄道法」（及
び「国鉄運賃法」）と「地方鉄道法」という2つの基準によって設定されて
いた規制の基準が「鉄道事業法」に一本化され、現在J　R各社も私鉄も総
括原価主義に基づく一元的な基準によって規制されている。
　鉄道事業法における運賃認可の基準は、運賃水準については「能率的な
経営の下における適正な原価を償い、かつ、適正な利潤を含むものである
こと（フルコスト制）」、運賃体系については「特定の利用者に対し不当な
差別的取扱いをするものでないこと（不当差別の禁止）」「他の事業者との
間に不当な競争を引き起こすおそれがないものであること（過当競争の回
避）」といった形に整理されよう（3）。また、その改定手続きにおいて運輸省・
運輸審議会をはじめとする、様々な関係主体との調整が求められる（図1
参照）。
　このように鉄道事業には、運賃を総括原価主義に基づいて、適正な利潤
　　　　　　　　〈図1　鉄道賃金決定のしくみ〉
　　　　　　　　　　　　物価問題に関する
　　　　　　　　　　　　関係閣僚会議
　　　　　　　　　　　　　　（付議）
公聴会 運輸審議会
（答申）
（諮問）
運輸省 （協議） 経済企画庁 （寸継）
（申講） （認可》
物価安定政策
会議特別部会
鉄道事業者
出典）公共料金ハンドブック
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を認め参入を規制する代わりに、黒字のサービスから赤字のサービスヘの
内部補助を前提とする「参入規制＋内部補助」型の規制のフレームワーク
が与えられている。このフレームワークに対して、いくつかの問題点が指
摘され、その改善が進められてきている。本稿では、目本における鉄道事
業規制改革の動向を考察・評価するとともに、より望ましいあり方の方向
性を検討することを目的とするが、それに先だって、基本的な運賃理論の
枠組みを整理しておこう。鉄道事業における運賃規制の根拠を明示してお
くとともに、現実の運賃規制を評価する重要な視点を提供すると考えられ
るからである。
　運賃を論ずるに当たって、「単一のサービスを提供している産業ではサー
ビスー単位当たりの運賃であり、複数のサービスを提供している産業では
全てのサービスの一単位当たりの平均的な運賃」である運賃水準（rateleve1）
と「費用の構造（固定費と変動費の割合等）や需要の構造を考慮した各種
運賃・料金の組み合わせ」である運賃体系（Rate　Structure）（4）を分けて考え
なければならない。前者は事業者が受け取る総収入に関わる側面を、後者
は事業者が提供するサービスのプライスメニューの組み合わせを議論の対
象とするが、ここでは運賃水準の理論的な考え方を整理しておこう。
　運賃水準については、鉄道が費用逓減産業であり高い自然独占性を有す
ることを前提として、経済厚生（あるいは消費者余剰）と企業の財務状況
の観点から、そのあり方が議論されてきた。
　　　　　　p　　　　〈図2　運賃水準規制〉
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　図2で、ACは平均費用曲線、MCは限界費用曲線、DDは需要曲線、
MRは限界収入曲線をそれぞれ示すものとする。完全競争市場では、企業
が利潤最大化行動をとるとき、価格Pは、MC（限界費用）とMR（限界
収入）が等しくなる点で設定されるが、各企業はいずれも超過利潤を獲得
できず、社会的資源配分の点からは最適となる．しかしながら、鉄道のよ
うな費用逓減産業で完全競争企業と同等な利潤最大化をとる、すなわちM
C＝MRとなる点で価格を設定すると、価格PM、消費量はQMとなる。こ
のとき鉄道事業者は独占利潤を得るが、消費者余剰は△f　g　PMと極めて小
さなものとなる。
　鉄道が陸上交通において独占的な地位にあった時代に、そのサービスに
対する必需性は極めて高く、資源配分上の問題と公正上の問題から、より
多くの人がサービスを享受できるように運賃を規制する必要にせまられ、
どのような運賃水準を達成すべきかについて議論が進められてきたのであ
るが、基本的には、資源配分の最適化を目的とする限界費用運賃形成原理
と企業の収支均衡を目的とする平均費用運賃形成原理という2つの考え方
がある。
　限界費用運賃形成原理とは、経済厚生を最大化する運賃水準、いいかえ
れば一定の範囲内で、より多くの人がサービスを享受でき、ひいては消費
者余剰が最大化される運賃水準を考えるものである。図2でDDとMCが
交わる（PニMC）点で価格を設定すれば、（価格，量）は（PMC，QMC）
であり、そのとき消費者余剰は△f　i　PMCで最大化される。このとき鉄道
事業者にとってはA　Cが常にMCの上にあるので、この運賃形成原理のも
とでは図2でグレー部分だけ赤字が発生するが、この赤字を政府が補填し
ても、PMCでQMCの量を供給することが社会的に最適であることが証明さ
れ、以後First　Bestな運賃形成原理とされた。
　歴史的には、旧社会主義国・西欧では、限界費用運賃形成を実現しよう
とする試みがなされたが、限界費用そのものの計測上の問題に加えて、発
生した赤字を政府が補助することにより生ずる所得再分配の問題、経営効
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率上の問題、ポーク・アンド・バレリング（5）といった問題が生ずることに加
えて、さらに財源調達上の問題から、現実的な適用は困難であろう。しか
しながら、運賃水準を検討する多くの研究において、理論的な「規範」あ
るいは理想的なあり方を提供しているという点で、極めて重要な原理であ
る。
　一方、平均費用運賃形成原理とは、企業に赤字を生じさせない、すなわ
ち収入と支出が等しくなる水準で運賃を決定しようとする考えである。図
2でDDとACが交わる需要曲線と平均費用曲線が交わる（P＝AC）点
で、価格を設定すれば（価格，量）は（PAC，QAC）であり、消費者余剰は
△f　h　PACと小さくなるが、事業者の収支は均衡することになる。それゆえ、
限界費用運賃形成で指摘されるような問題は生じることはなく、運賃水準
の決定に当たっては現実的で妥当な政策の指針を与えている。
（2）総括価主義
　平均費用運賃形成原理の考え方に基づいて、総支出をカバーする形で価
格水準（総収入額）を決定するという考え方を総括原価主義（フルコスト
原理）とよぶ（6）。鉄道事業でいえば、適正原価と適正な事業報酬との和を総
括原価とし、その総括原価の下で一定の目標期間の収支がバランスするよ
うに運賃値上げを認める（7）ものであり、具体的には「企業が能率的経営を行っ
ていること」を前提として、図3のような手続きをもって運賃水準を決定
することになる。
　実際の総括原価の算定に当たっては大手私鉄・J　R本州三社にはレート
ベース方式が、中小私鉄・J　R三島会社には費用積上方式が適用されてき
た。ここで、費用積上方式は、減価償却費を含む営業費用と、他人資本支
払利子と自己資本利潤（株式配当のための適正利潤）の合計である資本費
用を積み上げて総括原価とする方式であり、レートベース方式は、事業報
酬の算定にあたって、投下された投資の価値に適正な報酬率を乗じて事業
報酬を計算し、経営が効率的である場合の総コストとの合計で総括原価と
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する方式である（8）。
（期間中の）総収入＝総括原価
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・レートベース方式
　　　　く図3　総括原価主義による運賃水準決定のプロセス＞
　『運賃算定期間」の設定　　　　　　　　　　　　　　　　　　『事業計画』の審査・認可（規制当局）
算定期間塵前の「事業賛用』算出
運賃算定期間中の需要量を予測
算定期間のr予想事業費用』算出
運賃算定期間中に企業が必要
とする『事秦報酬」算出
予想事業費用に事業報酬を加えたr総繕原価』算出
　　　　　　予測された需要量の平均値の水準で総括原価を割
　　　　　　った1単位当たりの運賃・料金（平均費用運賃あるい
　　　　　　はフルコスト運賀）算出
出典）植草［1991］pp81～82より作成
　目本では、大手私鉄の他、電力・ガス等主要公益事業の価格規制にあたっ
てレートベース方式が広く適用されてきた。ここで鉄道事業を念頭におき
っつ、もう少し検討を進めよう。前述の通りレートベース方式の下では総
括原価は営業費用と事業報酬の和として算定されるが、事業報酬は鉄軌道
部門に属する事業資産の資産計上額（レートベース）に一定の公正報酬率
を乗じることにより求められる（9）。すなわち、
　R＝E十d十丁十（V－D）r
　R：運賃・料金総収入　V：事業財産の価値　D二減価償却累計額　E：営業費
　r：公正報酬率　d：減価償却費　　（V－D）：報酬の対象となるレートベース
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〈図4　レートベース方式における事業報酬〉
?????
・固定資産
・建設仮勘定
・繰延資産
・運転資本
× 事業報酬率
自己資本分
資本金
準備金等
他人資本分
借入金
社債
退職給与引当金
賞与引当金等
出典）公共料金ハンドブック
　T：税金　　（V－D）r：公正報酬額
　である。さらに公正報酬率rは、
　公正報酬率r
　＝負債資本比率×負債資本利子率＋自己資本比率×自己資本利益率
と説明される。それゆえ、事業者が得る適正利潤は図4のように規定され、
「用いられた資本は規制産業でも適正な報酬を受け取るべきだ」という考
えを実現することになる。運賃体系はこのようにして決定された運賃水準
を基礎とした上で、完全原価配賦（F　D　C）方式（lo）で決定される。
　このような総括原価主義に基づいて運賃・料金を規制する場合、①消費
者の理解が得られやすいこと、②適切な事業費用を算定することができる
こと、③一定水準のサービス及び投資が実現されること、⑤ある程度まで
経営効率化が図られること、等のメリットが期待される。さらにレートベー
ス方式では、資本費用の算定について「積み上げ方式」に比較して費用削
減のインセンティブがはたらく。すなわち、低利借り入れによる資産増大
（レートベースの拡大）をはかるため、各社が経営努力を通じた企業側の
経営努力を喚起することが可能（11〉となる。
　また、総括原価主義にそのものに内在する利点だけでなくその運用から
も、料金改定期間の長期化によりコスト削減のインセンティブを付与する
効果（規制のラグ効果）が存在する、自主的な割引制度の利用、査定にヤー
ドスティックを用いて合理化努力を評価することで効率化インセンティブ
が働く（12）といったメリットがある。
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一方で、①コストプラスの性格を持つことから、効率化へのインセンティ
ブが欠如している、②必ずしも適切な運賃・料金体系が形成されない、③
公正報酬率rの基準が必ずしも明確でなく恣意性を伴うこと、④必ずしも
最適な投資が実現されないこと、⑤規制コストが大きいこと、といったデ
メリットも指摘されている。また、運賃算定期間中の需要予測に不確実性
が伴うこともあげられよう。
＜表1　総括原価方式一レートベース方式のメリットと問題＞
総括原価方式のメリット
［消費者の理解］
・費用を算定する基礎を原価に
求めることで、事業者のコス
ト構成、合理化努力、投資計
画、サービス水準の内容が明
らかになるので、運賃改定の
必要性について利用者が理解
しやすく、社会的受容性が高
い。また、運賃体系について
も、F　DC方式による決定は
～定の「公平性」を満たすと
考えられ、利用者の理解が得
やすく公平で簡明なものとな
ることが期待される。
〔事業費用の妥当性］
・資産評価の対象が鉄軌道部門
資産に限定される（他兼業が
紛れ込まない）ので、事業費
用の算定方法として適切であ
り、さらに費用ならびに資産
の計算業務があまり頻雑なも
のとならない。
［サービス水準と投資］
・サービス・安全性向上の投資
を算入しており、必要な資本
の促進が図られる。また、一
定の報酬額を保証することは、
投資の安定性やサービス水準
の維持につながる。
［事業の効率化］
・資産増大が報酬増大を導き、
かっ得られた報酬の処分方法
について企業の自主性が認め
られることから経営効率化に
対する動機付けを含んでいる。
総括原価方式のデメリット
［効率化インセンティブの欠如1
・コストに見合う値上げが許容されることにより効率化の圧力
に欠け、逆に企業が努力してコストを削減しても正常利潤以
上の利潤が認められず、むしろ料金引き下げにつながること
になる．それゆえ、企業による合理化・効率化へのインセン
ティブに乏しい。
［運賃体系の問題］
・運賃体系は、共通費をサービスの間に一定の会計ルールで配
賦する完全配賦費用（FullyDistrlbutedCost）によって決定され
るので、事業者にとって価格設定の自由度がきわめて限られ
ている。それゆえ、必ずしも需要構造に見合った運賃・料金
体系が形成されるとは限らない。
［公正報酬率rの設定］
・本来公正報酬率rは、「規制産業においても用いられた資本
に対する適正な報酬の受け取り」を実現するものであるが、
その決定は必ずしも透朋なものではなく、規制者と被規制企
業との「戦略的交渉」による面も無視できず、恣意性が伴う。
［投資に関わる問題］
・理論的には，レートベース方式の下では、設備能力が大きい
ほど事業報酬が大きいため、公益事業による過大投資インセ
ンティブになる（アバーチ・ジョンソン効果の存在）が指摘
されている。しかしながら、目本では、本来資本コストを反
映するよう査定されるはずの報酬率が政策的に抑制されて、
A－」効果とは逆に投資が遅れる傾向をもたらしている。
［規制コスト］
・総括原価主義の下では、運賃・料金改定を求める事業者ごと
に、必要なコストすべてが計算され、積み上げられることに
なるが、このプロセスには規制当局にとっても被規制企業に
とっても多大な時間と人員とコストを要する。さらに、規制
産業の適正コストや最適な資本設備の規模について規制当局
が被規制企業と同等の情報を持っていない場合（情報の非対
称性が著しい場合）には、規制者は正確なコストを把握でき
ず原価の査定は恣意性を伴い、不適切な運賃を設定する可能
性がある。
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　以上、総括原価方式一レートベース方式による運賃規制について考察し
てきた。効率化インセンティブの欠如といった内在的な問題に加え、透明
性や規制コストの問題等必ずしも内在的なものではないが、制度運用に伴っ
て発生しがちなデメリッド等、改善されなければならない点は多々ある。
　しかしながら、比較的利用者に受け入れられやすい運賃水準が実現され、
一定のサービス水準と投資が維持される等、その有効性は高く評価される
べきであろう。特に、目本の都市部では依然として混雑緩和のための輸送
力増強投資が必要であり、総括原価方式一レートベース方式の有効性は否
定し得ない。それゆえ、総括原価方式一レートベース方式の改善を進めるこ
とでより理想的な規制方法を実現する、という選択肢も検討するに値しよう。
4．インセンテイブ規制
（1）インセンティブ規制のフレームワーク
　経済構造の変化に伴って、市場と政府の関係のあり方が見直しを求めら
れ、規制の緩和あるいは再構築が経済政策の主要なテーマとなっている。
こうした流れの中で、運輸省の旅客運賃問題研究会では、「利用者利益の増
進」「経営効率化の促進」「事業者の自主性確保」「透明性の向上と規制コス
トの軽減」を基本的な視点として、運賃規制のあり方が検討され、実現さ
れつつある。
　鉄道運賃規制に関していえば、規制当局が事業者の費用や需要について
情報を完全に持っていれば、査定により効率化は十分図れるが、現実には
事業者と規制当局の間には情報の非対称性が存在する。したがって、運賃
規制の改善の問題は、「情報の非対称性のもとで、効率化の誘因を内蔵し、
かつ規制コストの小さい方式を見いだすこと」（13）に集約されよう。ここで、
事業の効率化への誘因を内蔵する規制をインセンティブ規制という。より
具体的には、
①市場における直接的な競争が期待されない独占事業分野において、何
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　らかの形で競争を導入することで事業者の効率化を図る。
②生産性向上を通じて価格の低下ないし長期安定を企業に促すように、
　行政当局が事業者に対して経営上の目標を提示し、業績がその目標を上
　回った場合には生産性の向上の一部を企業に利益として与えると同時に、
　生産性向上を実現しない企業には罰則を与える。
という考え方に基づく規制手法の総称である．注意を要するのは、特に②
の場合には、プラスの利潤を企業に賦与するものでない限り、十分な成果
が期待され得ないことである。すなわち、「競争の余地が限られ独占の条件
が当面さけられないなら、効率化を達成させる直載な方法は、規制当局の
査定を強化して合理化を強制すること」であるが、「自由化や規制コストな
どの観点からこの規制強化を避けるなら、効率化の誘因を与えなければな
らず、事業者が超過利潤を得る事態がありうることを容認せねばならない」
（14）のである。
　　　　　　　＜表2　主なインセンティブ規制の手法＞
????
免許入札制 事業免許権を一定期間のものとし、期限後に競争入札制によって改めて特定事業者を選び、免許権を与える方式
????
ヤードスティック 地域独占事業者相互の競争を促進させ、全体としてのパフォーマンスを向上させる方式
企業が生産性向上によって公正報酬率以上の利潤を実現した場合に、その一部
を企業に賦与することを許容して、生産性向上を促そうとするもの
主要な費用項目について、料金改定時に規制当局と企業と
費用調整方式 の問で契約を結び、契約水準より良い成果が現れたときに
は、企業に報酬を与え、逆の場合には制裁を課す
規制当局が公正報酬率規制によって料金を設定した後に、???
成果基準規制 料金自動調整方式
企業が実現すべき利益率について公正報酬率の上下に一定
を持たせ（「幅付き想定利益率」）、企業の実績値がこの幅
??
（会社契約制） の下限を下回ると、料金改定を自動的に容認し、上限を上
回る場合にはその分だけ料金を引き下げる??
規制当局が企業に目標利益率（想定利益率）をあらかじめ
プ 明示し、企業にこれに見合った料金を設定するように要請
スライディング・
スケール方式
する。企業の利益率が想定利益率を下回る場合には料金の
改定を自動的に容認し、上回る場合には、超過分について
企業の利益部分と、料金引き下げにより消費者に配分する
部分を明示的な数値で示し、超過部分の大きさに応じてこ
の数値を段階的に設定する方式
プライスキャップ方式 生産性向上インセンティブを付随した物価スライド制．
出典）井口［1992］を元に作成
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　表2は、インセンティブ規制に位置づけられる主な手法を示したもので
ある。
①にあたるタイプである免許入札制及びヤードスティックは、それ単独で
インセンティブ規制として機能するだけでなく、他の運賃水準規制方策を
補完する機能を持つ。また成果基準規制あるいは社会契約制は、基本的に
は輸送サービスの原価を元に事業者の効率的経営を導くものである。それ
に対して、プライスキャップ規制は、（その初期状態はともかく）原則とし
て事業者の輸送原価の変化とは無関係に「物価水準」と規制当局と事業者
の間で設定される「生産性向上努力率」によって運賃水準が決定される。
本稿では、実際の運賃規制の改善の議論で取り上げられたヤードスティッ
ク及びプライスキャップ規制について考察しよう。
（2）ヤードスティック
　ヤードスティック競争とは、「地域独占的企業のうち経営成果の良くない
企業が経営成果の良い企業に追いつくよう相互に競争する」（15）ことであり、
特定の市場でなされる直接的競争ではなく、地域独占企業同士の間接的競
争を指す概念である。市場における直接的な競争ではなく間接的な競争で
あることから、どれほど機能しているかは疑問の余地があり、また必ずし
も新しい考え方ではないが、Littlechild［1986］がイギリスの水道事業にこ
の制度を導入するよう勧告した際にこの制度を評価し、それ以降研究者や
政策担当者に広く関心が持たれた（16）とされている。ここで、ヤードスティッ
ク競争の機能を規制側からみれば、優良企業のコストやサービスの質を基
準尺度（スティック）として他の企業にその水準まで追いつくよう指示し、
規制することを意味する（17）。この考え方に基づき、同種のサービスを提供
する複数の企業を規制対象とするケースにおいて、それらの企業の情報を
活用することによって情報の非対称性の存在に伴う問題に対処しようとす
る規制手法として理論的に精緻化された。
　規制主体が最適な規制を実現する場合、規制対象企業の「効率的な経営
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の下における費用水準やサービス」についての情報を把握しなければなら
ないが、これは極めて困難な作業である。しかしながら、当該企業の外か
ら情報を得ることができ、その情報がかなり当該企業の真のコストに近い
ものである限りでは、規制者の情報を補うことができる（18）とともに、特定
の企業が優れた経営実績をあげれば、それをヤードスティック（基準）と
して他の企業にも内部効率を高めるように指導できる（モニタリングの機
能を持つ）（19）。
　Shleifer［1985］は、同種のサービスを提供する、全く同一の需要関数と
費用関数を持つN個の企業が存在し、各企業の費用削減のための支出額が
一括固定税（Lump　sum　tax）により補填される、と仮定してモデル化してい
る．変動費と固定費それぞれについて、当該企業以外のすべての企業の平
均値を求めることによって、当該企業に対する“shadow　fim”を設定し、
このshadowfirmを基準として当該企業を規制するとき、企業の利潤最大化
行動の結果として、限界費用価格形成が成り立つことを示している（20）。
　Shleiferのモデルでは、費用に一定の仮定をおくことによって、企業の利
潤最大化行動が限界費用価格形成を導くことを明らかにしているが、この
考え方は、仮に一括固定税による補填が不可能な場合の平均費用価格形成
についても、修正を加えて適用可能であるといえよう。さらに注目したい
のは、ヤードスティック規制がインセンティブ規制それ自身でもあるとと
もに、レートベース方式あるいはプライスキャップ方式等、他の運賃水準
に関わる規制を補完する役割を持つことである。すなわち、類似した企業
群の存在により、規制主体が何らかの基準尺度を持ち、企業間のパフォー
マンスの比較を行いうること、基準を上回る成果をあげた企業には報奨（利
潤を得るか、または優位な状況）を、逆に基準よりも成果が悪かった企業
には罰則（より不利な状況または悪い条件を与えらる）というメカニズム
が存在し、それを通じて、各企業が成果を改善すると期待されること、と
いったヤードスティック競争の有効性は、必ずしもShleiferのあげた費用面
のみにとどまるものではない（21）。レートベース方式による規制や後述する
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プライスキャップ規制等における目標の設定にあたって、これらの企業の
情報を利用することにより、企業の情報の独占度を低め、情報の歪みを小
さくするよう現実に適用されうるのである。それ自身を単独の規制方法と
して考えるより、むしろ他の運賃水準を規制する方策と組み合わせること
によって効率化へのインセンティブをもたらすことができるという点で、
きわめて有効な規制方策であるといえるだろう。
　このように現実の規制に大きなインプリケーションを持つヤードスティッ
クではあるが、一方で、別途対応しなければならない限界もしくは問題を
有する。一つ目は、企業の同質性の仮定の妥当性である。Shleiferは企業が
すべて同一的であると仮定しているが、現実にこの仮定が満たされるとは
期待され得ない。加えて企業のコントロールが及び得ない供給領域の地理
的条件、需要密度の差、供給条件等の市場条件の差をどう認識し取り扱う
かは、規制主体が解決しなければならない困難な問題であり、かつヤード
スティック競争の有効性に大きな影響を及ぼす．二つ目は、企業が（情報
に関して）戦略的行動をとる可能性があることである。当該企業の規制基
準を設定するにあたって、当該企業の情報に依存せずに他の企業の情報を
利用するので、正しい（歪みのない）情報を提示することはそれぞれの企
業にとって不利にはならず、情報を歪めるといった戦略的行動の誘因がな
いとする見方もある。しかしながら、規制主体は結局、規制下の企業群の
異質部分を認識しなければならないが、被規制企業にとっては自らの行動
（規制当局に対する情報の提示、効率化努力など）が規制当局や他企業の
行動（規制当局の料金査定、他企業の効率化努力など）に影響を与えるこ
とを相互に認識すると考えられるところから、戦略的行動の可能性を無視
できない。したがって、規制当局が情報の非対称性を完全に克服するのは
困難である。三つ目は、被規制企業問の共謀により情報がゆがめられてし
まう可能性があることである。この点については、企業の数が極めて多い
場合には複雑な共謀戦略は維持不可能である、とされているが、比較対象
の企業数を一定数以上とするほか、企業群の構成企業を変更する、構成企
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業に「異質な企業」（特に市場ないし需要条件が異なるもの）を意識的に取
り入れる、等の対応策が求められよう。
　規制手法としては、このような問題を合わせ持つヤードスティックであ
るが、ネットワーク産業の分割論において、全国一社による垂直的な産業
構造を否定する際、重要な論拠となる。分割して各地域ごとに供給範囲を
限定することで内部補助が行われる可能性が薄められることに加えて、規
模または範囲の経済性のメリットを消失させてしまわない限りでは、全国
的にドミナントな企業を分割させてヤードスティック競争を行わせること
により、各企業独自の、つまり各地域の需要にいっそう関連性の強いイノ
ベーションと多角化が活発化するからである（22）。
（3）プライス・キャップ
　プライス・キャップ規制は、1984年にイギリスで導入されて以来、欧米
主要国の公益事業分野で実施されているほか、目本でも、交通・公益事業
分野にこの方式の適用を求める声が多々見られる。
　Littlechild［1983］はイギリスのBrtishTelecommunicationの民営化にあたっ
て、独占からの消費者保護、効率性と技術革新、規制の負担、競争の促進、
株式売却益を評価基準として、いくつかの規制方式を検討したが、プライ
スキャップ方式は「規制撤廃」に次いで高く評価された。規制撤廃は、効
率性と技術革新、規制の負担、競争の促進、株式売却益の点では最も評価
されるものであるが、独占からの消費者保護という点で最も問題があった。
プライスキャップ規制はこの点をクリアしており、被規制企業の生産性向
上を基礎とする消費者利益の増進を可能とすると評価された（23）のである。
　ここで消費者利益の増進は
①料金水準規制により独占力を制限し、消費者を保護することによって
②被規制企業に生産性向上を促し、それを消費者に還元させることによっ
　て
という2っの経路を通じてなされるが、プライスキャップ規制は運賃・料
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金水準を規制するとともに、生産性の向上が被規制企業に“報酬”として
与えられるので、いくっかの条件がクリアーされれば、消費者利益の増進
が期待される。
　最も根本的なプライスキャップ方式の下では、R　P　Iを物価指数、Xを
要求生産性向上率として
　Pt＜（RP1－X）Pt＿1
を満たすようにt年度の価格水準Ptが規制される。すなわち、t年の料金
水準の決定に際して、その前年（t－1年）の料金水準から、物価上昇率
から事前に決められた要求生産性向上率を引いた率を前年の料金水準に乗
じた分だけの引上げが、自由に認められることになる。規制当局と被規制
企業の合意によって決定される要求生産性向上率Xは、ある一定の期間ご
とに改定される。被規制企業の生産性向上率が恒常的にXよりも小さけれ
ば、企業は赤字に陥ることになり、事業を継続することができない。この
大小関係が逆であるならば、企業は超過利潤を得続ける（24）ので、X値の設
定とともに改定期問の設定も大きな意味を持つ。
　このようなメカニズムによって
　①超過利潤が報酬として是認されるため、被規制企業に経営効率向上
　　のインセンティブを与える。
　②　生産性向上の利益をXの分だけ毎期ごとに消費者に還元できる。
　③料金水準Pは個別の料金ではなく、何らかの平均料金として算定さ
　　れるものである。それゆえ事業者に料金設定上のフレキシビリティが
　　与えられ、適切な料金（運賃）体系が実現する（リバランシング）。
　④事業全体および個別サービスについて費用算定および監視の必要が
　　ないために仕組みが透明であり、運用が簡素化される。それゆえ、規
　　制コスト削減が期待される。
　⑤　レートベース方式で生じるA－」効果等除去することができる。
といったメリットが期待される。パフォーマンスが一定の目標値を上回っ
た場合に、コストとは無関係に報酬を獲得できるので、事業者に強力な効
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率化インセンティブを与え、ひいてはそれが消費者の利益につながる、と
いうのが最もシンプルな形のプライスキャップ規制によるメリットであり、
世界的に見て多くの公益事業が採用している。目本でも、JR東目本がそ
の導入を求めているほか、後述の旅客運賃研究会においても、その導入が
議論された。
　しかしながら、プライスキャップ規制は交通・公益事業にとって万能な
規制方策であろうか。以下のデメリットが一般的に指摘されている（25〉。
　①　被規制企業がサービス水準を低下させても料金上のペナルティを受
　　けることはないために、サービスの質を劣化させて利潤を増加させる
　　インセンティブが存在する。
　②　生産性向上に結びつかない資本投資が抑制される．
　③　価格上限の基礎となる指数の妥当性の評価が難しい．
　④価格が上限に張り付き、安易な価格引き上げにつながるおそれがあ
　　る。
　⑤　X項が必ずしも適切に設定される訳ではない。
　特に目本の鉄道事業にとって深刻なのは、輸送力増強投資は生産性の向
上に直接結びつかないことから、混雑が放置されるおそれがあることであ
る。また投資を伴わなくとも、直接的に生産性向上に結びっかないサービ
ス水準（安全性も含む）が低下することも懸念されよう。これは、単純な
プライスキャップ式に、投資やサービス水準に関連する費用項目が含まれ
ていないことによる。
　もちろん、これらの問題に対応して、式を修正したり、別途個別の規制
を用意するという選択肢もありうる。理論的には、必要な修正をほどこし、
別途規制手続き及び重要な項目に対しては個別に規制を加えることで、レー
トベース方式よりも適切な規制となりうる、との議論も多々見られる（26）。
ただ、現在でもX項の設定に必ずしも明確な指標があるわけでなく、収益
率から逆算するケースもあり、その上式を修正して様々な項目を加えていっ
た場合、レートベース方式を代替するに値するだけのメリットがあるか否
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か疑問である。
　結局、プライスキャップ規制はあらゆるケースで万能な規制手法ではな
く、ある種の条件がととのったケースでその有効性を発揮するものである
といえるのではないか。目本の鉄道事業においても、将来的に条件が十分
整った場合には、その適用を検討するに値しよう。
4．運賃規制改革のプロセスと議論
（1）鉄道運賃規制の改善をめぐる議論
　運輸省は1995年1月、「旅客運賃問題研究会」を発足させ、現行の運賃制
度を踏まえて今後の基本的方向について検討をはじめた。「旅客運賃問題研
究会」の中で、鉄道事業の運賃制度の改善は大きな位置づけを与えられ、
運輸省によりたたき台として示された「1．現行方式の改善案」「2．1に
上限価格制を組み込んだ案」「3．上限収入制方式」「4．プライスキャッ
プ案」「5．（CP　I－X）を基準とする二段階制案」の5つの案を
　1。利用者利益の増進：鉄道利用者の利益（サービスレベルの向上とそ
　　れに見合った運賃水準の実現）の確保・増進。
　2．経営効率化：事業者への経営効率化インセンティブの付与。
　3．事業者の自主性の確保：市場の状態に応じた事業者の自由度の拡大。
　4．規制コストの縮小：提出書類の簡素化等申請者の負担軽減。
　5．透明性の確保：利用者にわかりやすい情報の提供。
　という視点から検討した（表3参照）。
　これらの視点は「消費者の利益確保」または「生産効率の増進」に結び
っくものであるが、生産効率の増進は最終的に消費者の利益につながる（27）
ので、最終的に消費者の利益確保が規制目的として最重要視されていると
言えよう。
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＜表3　旅客鉄道運賃設定方式の改革代替案の検討＞
名称とポイント 具体的な概要
第1案　現行方式の改善案
O原価計算期間を1年度から複数平
　年度化。値上げできない期間が長
　くなるため経営効率化インセンティ
　ブが働く。
O減価償却方法の見直し等投資イン
　センティブを付与。公益投資をし
　た事業者が報われる措置．
【1年分】
証ゾ重’づ　　　、藻韓
　yv遺　　　嚢
利子
配当
普通運貨
定期運貨
斜金
噂　一　一　一撃　鱒薗口　曹
欝験2年分の収入・支出を平均化
人件費
営業費
償却費
その他
［収入」　【支出】
第2案　第1案に上限価格制を組
み込んだ案
○会社全体の増収額の算定方法は、
　第1案と基本的に同じ。ただし、
　原価計算期間を更に延長し、5年
　間有効となるよう設定。
O個別運賃は上限価格を設定し、そ
　れ以下であれば原則自由。
［主な課題例］
O個別運賃の設定に当たって、その
　公正さの確保策
上限価格
（設定）
150円
180円
220円
「’。’¶
????（??）
「じ聴鳳め方は自由
1
4　　　　　　　　8　　　　　　　　12キ　　　　　　　キロ　　　　　　ロ　　　　　　　キ
　　　　　　　　　　　ロ
第3案　上限収入制方式
O会社全体の増収額の上限値を消費
　者物価上昇率等に連動させて設定。
○個別運賃は、上限となる増収額の
　範囲内に入っている公正なものか
　否かを確認。
［主な課題例］
○生産性向上・報酬率を見込んだX
　の具体的設定方法及び手順。
○個別運賃の確認の基準と手続き
Oサービス改善の目標の対象事項。
（t年度の総収入）
運賃体系・区界等への割振り
r”…”””－噂鴨…”’””…、，事業者は、適宜に、増収の最大値iを下回る範囲暁不当に差別的i
lてないこと等について確認を得て・　1
：現行運賃・料金を改定　　　O確認：
隔璽　一　一　一　，　一　一　響　騨　一　囎一　一　一　榊　一　哺　鴫　一　騨　一－　曹　一　一－　，　”
←　の総収入嘱鍾華1
（収入）
灘噺も 纏（
《認
騨，
路線の　　　　新　　大　　　幹　地
事例　→　幹　　都　　　線　方　　　　　　線　　市　　　　　線
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第4案外国で導入済みのプライ
スキャップ案
○運賃上昇率の上限値を消費者物価
　上昇率等に連動させて設定。
○個別運賃は、一定のサービスグルー
　プ毎に予め設定される変動幅の範
　囲内であれば原則自由。
［主な課題例］
○生産性向上・報酬率を見込んだX
　の具体的設定方法及び手順。サー
　ビスグループの種類や変動幅の設
　定方法等公正さの確保策。
○サービス改善の目標の対象事項。
第5案（CPI－X）を基準とする二
段階制案
（t年度の運賃率）
（t－1年度の運賃率）ll難
（賃率）
1事粟者は、適宜に、運賃の上昇率が上　：
・限値を下回る範囲内で、かつ、サービス　’
1グループ毎の許容運賃率変動幅の範囲l
l内で現行運賃・斜金を改定　　○確認　1
ロラリコリウ　　　ロ　ロリ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ナ
蓮賃体系・区界等への割振り
『一一一。－一噂噂騨一一ロー曹一一囎一曹一響一一－骨一一噸一一一喝
．?磁
サービスグル
ープの事例｝一レ
???????????
①プライスキャップ制による許容運賃上昇率の範囲内で
　運賃値上げを行う場合
　事業者の自由な運賃改定を許容し、届け出制とする。
②プライスキャップ制による許容運賃上昇率を越えて運
　賃値上げを行う場合
　総括原価方式による認可制とする。
＊運賃改定の際、その値上げ率に応じて、プライスキャッ
　プ制か総括原価方式か自動的に決まる
＊一度運賃改定を行った場合は、プライスキャップ制下の
　許容上昇率のうちの未使用分は、翌年度以降には一切累
　積せず。
出典）運輸経済研究センター［1996］pp。58－64より作成
さらに1995年8月30目に、同研究会の下に、旅客鉄道運賃の設定方式に
ついて具体的かつ実務的に作業を行うことを目的とする『旅客鉄道運賃ワー
キンググループ』が設置され、議論が掘り下げられた。ワーキンググルー
プは、旅客鉄道運賃設定方式に強い影響を及ぼす、「設備投資」「経営合理
化等」「運賃設定手続きと運賃料金制度」といった側面から、さらに検討を
進めた。その主な内容は表4に示す通りである。
ワーキンググループは、「現行の旅客鉄道運賃の設定方式を抜本的に改善
する必要があることを共通に認識し、その具体的内容として、図5に示さ
れた5つの改善が利用者利益の増進と種々の観点から適切である」、「プラ
イスキャップ制を含むいわゆる上限価格制については、①利用者利益の保
護、②必要な設備投資の促進、③上限価格の妥当な水準の算定、等の諸課
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〈表4　旅客鉄道運賃ワーキンググループの検討＞
・私企業である鉄道事業者がオペレーションのみならずインフラの整備をも行っており、設
備投資と運賃設定方式は切り離せない問題である．
D 民鉄には混雑緩和を始めとする輸送力増強工事等が求められている一方で、J　Rは減価償
≡几駅 却費の範囲内で設備投資を行う方針を固めるなど、社会的二一ズに対応した設備投資に関備 する鉄道事業者の実施状況は一様ではない。??
・これまでの設備投資の負担は基本的に受益者負担原則に基づいてい
（1）設備投資の負担 るが、運賃設定方式の現状は、必ずしも必要な設備投資に関わる費用を回収でき、鉄道事業単独で収支均衡が図られるものとなってい
ない。
・国の混雑緩和等の政策目標を参考として、事業者自らの経営上の判
断によって設備投資は行われてきたが、利用者に求められるサービ
（2）設備投資の必要性等 ス水準に見合った設備投資になっているか、設備投資の状況と運賃
設 との関係はどうか、今後さらに利用者の理解を深められるよう透明??、 性の向上のため工夫が必要である。
資 ・国の混雑緩和目標等の施策の実施は、私企業としては限界があり、
（3）設備投資と公的支援 公的な何らかの負担についての配慮が必要ではないか。・公的負担のあり方を含めた鉄道整備の方式については、今後十分な
議論が必要である．
・公共料金は、能率的な経営の下での適正コストと適正利潤を償うよ
（1）経営合理化 う設定される・経営合理化は設定方式を考える上で重要な要素。・合理化努力による利益を利用者及び事業者双方に適切に還元するこ
とが運賃設定方式を考えるに際して大変重要。
??????
・鉄道事業者は公益事業者といえども、そのほとんどが民間企業。株
主に対する適切な利益配当に加え、一定の内部留保と健全な財務状
況が必要。
化 ・民鉄は、必要な長期投資を可能とする内部留保を考慮した全産業並
等 （2）利益水準 の利益水準が適当と考え、J　Rは長期債務を縮減し、自己資本比率
を高めていくことができる利益水準が必要と考える。
・社会的二一ズに適合した質の高い公共的サービスを安定的かつ継続的
に提供し、必要な鉄道整備を着実に進めるためには、鉄道事業者の健
全な財務体質の確立及び安定的な経営の確保が図られる必要がある．
…几双
（1）行政手続きの簡素化 ・一連の運賃設定手続き及びその作業内容等の迅速化・簡素化が望まれる
???．
（2）透明性の確保
・運賃設定手続き及び算定（査定）基準の公表、運賃とサービス水準
の関係等についての利用者への常目頃からの周知等透明性の一層の???、
向上が必要。
????，
（3）運賃料金制度（運賃
・交通市場の動向に機動的に対応しうるよう、運賃料金体系の中で事
業者の自主性を増すことが求められている
・他の交通機関との競争関係を考慮した弾力的な運賃体系の運用が必???
料金系） 要・運賃料金体系の自由度拡大に当たっては、①弾力的な価格設定
の二一ズと②内部補助による利用者間の不公平や事業者間の不当競
争の問題が重要．
出典）運輸経済研究センター［19961pp，67－74より作成
一216一
鉄道事業における運賃規制改革
題がなお未解決であり、今後の鉄道事業環境の変化等を勘案しつつ引き続
き検討が必要である」とする報告書をとりまとめた（1996年2月）。
　　　＜図5　新運賃制度における改善事項とその目的・効果＞
　　　　　　改善事項　　　　　　　　　　　目的・効果
総括原価方式の下で
の上限価格制の導入
・事業者の自主性の拡大
・規制コストの縮小 ????????
ヤードスティック方式
の強化
・経営効率化インセンティブの強化
・規制コストの縮小
・透明性の確保
原価計算方式の改善
・経営効率化インセンティブの強化
・規制コストの縮小
・経営の安定の確保
手続きの簡素化等 ・規制コストの縮小
情報公開の促進 ・経営効率化インセンティブの強化・透明性の確保
出典）岡部［1997］p．13
　その後、「旅客鉄道運賃ワーキンググループ」の結論は政府の正式な方針
となり、5つの方針にしたがって、新しい旅客鉄道運賃制度をとりまとめ、
1996年末新たに改善された規制制度が採用されるに至った。
　新たな制度は、前述の5点を中心に改善が進められたが、ここでは手続
き上の変更ではなく、規制手法そのものの改善に関わる、総括原価方式の
下での上限価格制の導入、ヤードスティック方式の強化、原価計算方式の
改善、について岡部［1997］・運輸省鉄道局［1996］を参照しつつ、その意
味を考察しよう。
＜総括原価方式の下での上限価格制の導入＞
　従来鉄道事業者は、利用者保護の観点から勝手な「運賃値上げ」を、事
業の健全な発達という観点から勝手な「値下げ」を許すべきでないという
理由から、運賃の改定は増額・減額とも確定額で申請し、認可を受ける必
要があったが、総括原価方式により定めた上限値の範囲内であれば、報告
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により運賃の設定・変更が自由にできるようになった。上限運賃は、上限
運賃による総収入が、総括原価を超えることがないことを（上限運賃によ
る総収入≦総括原価）確認して認可される。これにより、路線・区間別、
季節別、曜日別、時間帯別などの多様な運賃の設定・変更が届出で行える
ことになり、事業者の自主性が拡大したといえ、運賃体系の多様性が期待
される。
　　　　　　＜図6　総括原価方式の下での上限価格制＞
　　　　　（運賃額）
上限運賃（認可対象）
　　　　　　　　　　　r『齢　　　　　　　　　　　，　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　I　　 　，幅一一－一一。葡一層一J　　　　　I　　　　　g　　I軸聯一曹一一し聯一r・。一一一－一一一噸噂層一一一一一聯
実際の運賃
届出により設定・変更
できる範囲
（距離）
出典）岡部［1997］p．13
＜ヤードスティック方式の強化＞
①対象：従来、ヤードスティックの対象は大手民鉄15社、営団地下鉄だ
　けであったが、J　R旅客6社、公営地下鉄9自治体にまで対象を拡大し、
　事業特性ごとに3つのグループに分け、各グループ内で比較するように
　変更した。
大手民鉄グループ J　Rグループ 地下鉄グループ
東武鉄道、西武鉄道、京成電鉄、京王帝都 北海道旅客鉄道、東目 札幌市、仙台市、東京
電鉄、小国急電鉄、東京急行電鉄、京浜急 本旅客鉄道、東海旅客 都、横浜市、名古屋市、
行電鉄、相模鉄道、名古屋鉄道、近畿日本 鉄道、西日本旅客鉄道、 京都市、大阪市、神戸
鉄道、南海電気鉄道、京阪電気鉄道、阪急 四国旅客鉄道、九州旅 市、福岡市、帝都高速
鉄道、阪神電気鉄道、西目本鉄道 客鉄道 度交通営団
②比較方法：従来、人件費・経費という2分類で、平均化等の方法を用
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　い対象全事業者に共通する基準値を求めていたが、人件費と経費を合算
　したうえで、①線路費、②電路費、③車両費、④列車運転費、⑤駅務費
　の5費目に分けて、各事業者ごとに基準コストを算出するよう変更した．
　これにより事業内容や事業環境の違いをより適切に補正し、ヤードスティッ
　クによる比較がより精緻なものとなった。
③基準コスト：基準コスト算出は、各項目について示された施設量と指
　標を用いて、
　（i）各費目を適切な施設量で除して単価化
　（iiX1）を事業内容や事業環境などの相違を表す指標で回帰分析した理論
　値を基準単価とする
　（ih）基準単価×単価化した施設料＝基準コスト
　とするというように精緻化された（図7参照）ことによりヤードスティッ
　ク方式の応用範囲は広くなり、J　Rや地下鉄への適用が可能となった（28）。
④評価方法：従来、事業者の効率化努力は相対的に評価され、改定率の
　0％から6％までの範囲に置き換えて査定率を決めていたが、各事業者
　の基準コストを基に、当該事業者の適正コストを
　（i）実績コスト〉基準コスト（A社）…基準コスト＝適正コスト
　（ii）実績コストく基準コスト（B社）
　　　　　　（基準コスト＋実績コスト）
　　　　　　　　　　　　　　　　　＝適正コスト
　　　　　　　　　　　2
　とする絶対的な評価に変更した（図8参照）。これにより、経営効率化努
力を怠れば査定額は無制限に大きくなる一方で、実際のコストが基準コス
トを下回るほど、その努力が報酬分の増大として正当に評価されるように
なり、経営効率化へのインセンティブとなる仕組みが強化された。
　そのほか、同一事業者の効率化努力を経年変化の観点から評価して適正
コストに反映させるべく　「経年変化による効率化努力の評価」、「公表デー
タによる基準コストの算定」、基準コストの計算方法、計算結果などをすべ
ての対象事業者について毎年公表する等透明性の向上、規制コストの縮小
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が図られている。
＜図7　基準コストの算出フロー＞
決算関係データ 費用を5グループ化
①線路費②電路費
③車両費④列車運転費
⑤駅務費
単価化
コスト／施設量
回帰分析
公　表 基準コスト算出 基準単価算出
基準単価×施設量
出典）岡部［1997］p．13
＜図8　適正コストの算出＞
A社 B社
出典）岡部〔1997］p．13
＜原価計算方式の改善＞
①複数平年度化：従来、原価計算期間（平年度）は1年であったが、原
　価計算期間（平年度）を現在の単年度（1年）から複数年度（3年）に
　長期化された。これにより、収支計算をかなり正確に予測可能であると
　いうメリットは損なわれるものの、運賃の改定周期を長期化することに
　より、経営効率化インセンティブの向上、規制コストの縮小及び経営の
　安定性確保が期待される。
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②　事業報酬算定方式の改善：次表のように事業報酬算定にあたって、「適
　正な利潤」を実現すべく自己資本比率、自己資本報酬率が改善された。
　　　　　　　　＜表5　事業報酬算定式の改善＞
改善以前 改善以後
自己資本比率 対象事業者の実績平均比率 全産業平均に準じたもの（30％）
自己資本報酬率
データの採取期間
公社債応募者利回り及び配当
所要率の2指標の単純平均
過去平均3～4年
公社債応募者利回り、全産業平均自己資本
利益率、配当所要率の3指標の単純平均
過去5年平均
　さらに、利用者などに対して公表した設備投資計画を確実に実施しても
らうために、前回の運賃改定時における設備投資計画総額に実績値が達し
ていない場合には、設備投資未達成額に相当する報酬額を事業報酬から減
額することとされた。これにより、事業報酬は、
事業報酬額＝対象事業資産×事業報酬率一A
事業報酬率
　30％×（公社債応募者利回＋ROE＋配当所要率）
　　　　　　　　　　　3
＋70％x借入金等実績平均レート
A＝前回運賃改定時計画設備投資未達成額相当報酬
により算定されることとなった。
5．評価と課題
　今回、実現された運賃制度改革は、必ずしも「抜本的な改革」であると
は言えないかもしれないが、目本の鉄道事業の実情を踏まえつつ様々な視
点から検討されていることは高く評価されるべきであろう。
　上限価格制の導入については、総括原価方式を上限値に設定するという
ことで、V－Fメカニズムで示されるような限界費用運賃の達成を導き、
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社会的資源配分の最適化を実現するわけではないこと、運賃が上限値に張
り付く可能性があること、もともと営業割引が認められていたことからす
れば、その効果については疑問の余地があろう。しかしながら、事業者の
自主性を確保するという点は評価に値する。また、運賃の上限値及び運賃
体系上の制約が規定されていることにより完全なものではないにせよ、部
分的に弾力性の逆数に応じた運賃体系が実現される、つまりラムゼー・ルー
ル的な運賃体系が実現される可能性もあるだろう。
　日本では、都市部を中心として私鉄が複数存在し、かつ一定の役割を果
たしてきたことから、事業者問でヤードスティック競争が行われ、規制面
でもその考え方が早くから取り入れられてきたが、今回、より明示的に取
り入れられ、かつ事業効率化へのインセンティブが強化されたこと及びそ
の適用範囲が拡大されたことは評価に値しよう。
　今回の制度的改善が、どの程度規制コストの縮小につながっているかに
ついては、疑問の余地は残されているが、透明性の確保という点では、著
しく改善されたのではないだろうか。特に、原価計算方式が改善されると
ともに、そのルールが明示されたことは、従来ともすれば不透明で恣意的
なイメージがもたれがちであったレートベース方式の有効性を再評価する
きっかけとなるのではないだろうか。
　このように旅客運賃問題研究会・ワーキンググループの議論・帰結と、
それにより基づいた運賃制度の改革は、少なくとも鉄道規制改革の第一歩
としては極めて意義深いものであると思われる。しかしながら、現実的な
「効果」や規制の存在そのものに疑問を呈する意見が、鉄道事業者を含む
多数の論者から指摘されている（29）。また、運輸省は運賃規制に引き続き、「需
給調整条項」の撤廃を始めとする参入規制のあり方についても改革に着手
している。したがって、事業者の意見・参入規制改革の動向を踏まえて、
鉄道事業における規制そのものの妥当性に関する議論を視野に入れながら、
望ましい鉄道事業の制度的枠組みを検討していくことが今後の研究課題で
ある。
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注）
（1）公的規制を受けつつも、純然たる私企業である一定の役割を果たして
　きた目本の私鉄はむしろ例外である
（2）もっとも私鉄の運賃改定も物価への影響を配慮されるケースが多く、
　政策決定者の恣意性が入る余地が大きかったのではないか
　　藤井［1996］p．8参照
　　植草［1991］pp．69～70参照
　　植草［1991］pp．73～73参照
　　これに対して各サービス別の個別原価を算定することによって、個別
　の料金を設定する方式を個別原価主義とする
　　杉山武彦［1994］p。41
　　正司［1995］p。117
　　杉山武彦［1994］p。41参照
　　完全配賦原価方式にっいては、植草［1991］pp。106～107参照
　　斉藤　［1993］参照。
　　藤井［1996］p。8
　　藤井［1996］p．13
　　藤井［1996］p。8
　　伊藤［1994］p．89
　　植草［1991］p。165参照
　　伊藤［1994］p．89参照
　　伊藤［1994］p．89参照
　　植草　［1991］p。165参照
　　Shleiferモデルの考え方は以下の通りである。
　　需要関数と費用関数が全く同一で、同種のサービスを提供するN個の
　企業がそれぞれ地域独占的供給権を持つ状況で、各企業の費用は、変動
　費（＝短期限界費用）と変動費削減のためだけに支出される固定費から
　なり、企業が限界費用で価格設定をした場合に被る損失分は、Lump　Sum
（3）
（4）
（5）
（6）
（7）
（8）
（9）
（1①
（11）
（1の
（1紛
（14）
（1⑤
（1①
（1の
（1紛
（19
⑳
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　Tax　（一括固定税）により埋め合わされる、という状況を想定する。
　　変動費と固定費それぞれについて、当該企業以外のすべての企業の平
　均値を求め、それを当該企業に対する“shadow　firm”（規制の基準となる
　企業を意味）とする、すなわち、企業iに対して変動費C、が、
　＿　　　1
　　Cz＝　　ΣC」　　　　N－1」≠1
　固定費（固定投資額）R、が
　＿　　　1　　R・＝　　ΣR（C」）
　　　　N－1」≠1
　となる影の企業を想定する。
　　いま、規制主体が各企業に、その「影の変動費」をその企業の価格と
　して設定し、「影の固定費」をその企業の損失補填額として認めるという
　ルールを採択し、同時に各企業もこのルールを信じてそれに従って費用
　を選択すれば、各企業の利潤最大化行動の結果として、ナッシュ均衡解
　としての社会的最適が実現する。
　他の企業の行動の結果によって1つの企業の価格が設定されることに
　なるので、各企業が社会的に最適な限界費用C誉より高い水準の費用を選
　択したならば、明らかに損失を被ることになり、その逆ならば企業は利
　潤を得ることになるが、同一的な費用構造と需要構造の仮定によって、
　結局はすべての企業が最適な水準にまで費用を削減することを選ぶから
　である。
　　ヤードスティック規制が有効に機能する前提条件として、複数の企業
　が「同質的」であることはきわめて重要な位置づけが与えられている。
　もしこの条件が認められるのであれば、企業の成果のポテンシャリティ
　は同じであり、現実の成果にあらわれた差異は、企業のポテンシャリティ
　を実現するための努力の差を反映すると考えられるからである。Shleifer
　［1985］、伊藤［1994］参照。
（21）伊藤　［19941p．91参照
一224一
鉄道事業における運賃規制改革
⑳　Kay　and　Vickers［1990］p．248，Foster［1992］p。177、伊藤［1994］p．92
　参照
??????????太田［1995］参照
太田　［19951参照
山内［1996］参照
醍醐［1996］参照
太田　［1995］参照
岡部［1997］p．17参照
住田［1998］参照
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